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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき 

都道府県が公表する基礎調査の結果について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省担当部局より以下のとおり周知依頼がありましたのでお知らせし

ます。なお、標記の改正法が平成２７年１月１８日に施行されたことに伴い、「宅地建

物取引業法の解釈・運用の考え方」が一部改正されたことを申し添えます。別添は、

当協会ＨＰをご参照ください。                    敬 具  

 

（参考１）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律関係 

http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000827.html 

http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000852.html 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/linksinpou.htm 

（参考２）最近の宅地建物取引業法令の改正について 
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000268.html#saikin 

問合せ先 原田 TEL 03－3511－0611 
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